


誓約する団体の名称 誓約する団体の代表者氏名 誓約する団体の役割

４．コンソーシアム構成団体が行政機関から受けた指導、命令等に対する措置の状況

団体名 指導等の年月日 指導等の内容 団体における措置状況

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

3.コンソーシアム情報

(1)コンソ シアムの有無

コンソ シアムで申請し
ない

コンソーシアムに関する誓約

コンソーシアムに参加する全ての団体（以下、「コンソーシアム構成団体」という）は、幹事団体が資金分配団体又は活動支援団体（以下、「資金分配団体等」という）としての助成の申請
なお、誓約内容について相違がなく、これらの誓約等に反したことにより、選定の取り消し等が行われることとなっても、異議は一切申し立てません。

1コンソ アム構成団体は、幹事団体を通じてコンソ アムの実施体制表を提出し、幹事団体が資金分配 団体として採択された場合は、 般財団法人日本民間公益活動連携機構との資金

２.本誓約書にて誓約をしたコンソーシアム構成団体について、申請締め切り後、コンソーシアム構成団体に変 更があった場合は申請を取り下げます。

3.コンソーシアム構成団体が申請に際して確認した次の（１）～（４）の事項等

(１)欠格事由について

(２)公正な事業実施について

(３)規程類の後日提出について（※通常枠のみ該当）

(４)情報公開について（情報公開同意書）

4.事業情報の登録・事業県連書類の提出

事業名

空き家古民家を活用した小規模介護施設設立・運営による地域活性化事業

複数選択

イノベーション企画支援事業



休眠預金活用事業　事業計画書 【2024年度通常枠】 ※採択された後の資金提供契約書別紙１の対象は、事業計画書の冒頭から「Ⅱ．事業概要」までとします。

　
基本情報

優先的に解決すべき社会の諸課題

(1) 子ども及び若者の支援に係る活動
① 経済的困窮など、家庭内に課題を抱える子どもの支援
② 日常生活や成長に困難を抱える子どもと若者の育成支援
③ 社会課題の解決を担う若者の能力開発支援
⑨ その他

○ (2)日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動
④ 働くことが困難な人への支援

○ ⑤ 孤独・孤立や社会的差別の解消に向けた支援
⑥女性の経済的自立への支援

○ ⑨ その他
○ (3)地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動

○ ⑦ 地域の働く場づくりや地域活性化などの課題解決に向けた取組の支援
○ ⑧ 安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援

⑨ その他

事業の種類4

領域／分野

その他の解決すべき社会の課題
増加し続ける空き家問題の解決・日本伝統建築物・観光資源である古民家が解体を余儀なくされている課題の解決

事業の種類2
事業の種類3

事業の種類1 ③イノベーション企画支援事業
一般社団法人全国古民家再生協会 コンソーシアムの有無 なし

申請団体 資金分配団体
資金分配団体 事業名（主） 空き家古民家を活用した小規模介護施設設立・運営による地域活性化事業

事業名（副）
団体名

必須

任意

申請時入力不要



SDGsとの関連

Ⅰ.団体の社会的役割
(1)団体の目的 161/200字

(2)団体の概要・活動・業務 170/200字

資金提供契約締結日と事業開始日が異なります。原則として日付を一致させてください。

古民家や伝統資財の再生に関する事業を行い、持続可能な循環型建築社会の市場創造を目的としている。また、古民家や空き家を活用し、自治体と連携しながら地域の活性化や空き家課題の解決
を行うことも目的としている。古民家を日本の伝統と捉え、未来のために残していくこと・古民家を通じた地域の活性化を目的として全国各地で活動を行っている。

２０１５年３月２０日設立。全国に７２の支部を有し、古民家鑑定士・伝統再築士等の資格者で構成される団体。古民家の再生業務を行うため、古民家のインスペクションや再築基準を用いた耐
震化業務を推進し、古民家が日本の伝統・文化として未来に承継されるよう活動している。また、国土交通省から２０１８年に住宅リフォーム事業者団体としての登録もされている。

_12.つくる責任つかう責任 12.2   2030年までに天然資源の持続可能な管理及び効率的
な利用を達成する。

古民家を再利用・再活用することで、スクラップ＆ビルドの考え方からの脱却を推進し、持続可能な自
然資源の活用推進を目指す。政府が宣言する「脱炭素社会」の形成にも貢献する活動である。

_15.陸の豊かさも守ろう 15.2   2020年までに、あらゆる種類の森林の持続可能な経
営の実施を促進し、森林減少を阻止し、劣化した森林を回
復し、世界全体で新規植林及び再植林を大幅に増加させ
る。

古民家を活用することで、伐採される森林の減少を促進し、森林の持続可能な継続を目指す。

_11.住み続けられるまちづく
りを

11.7   2030年までに、女性、子供、高齢者及び障害者を含
め、人々に安全で包摂的かつ利用が容易な緑地や公共ス
ペースへの普遍的アクセスを提供する。

介護が必要になった際にも地域の空き家古民家を活用することで、従来住み暮らしていた地域から大き
く離れることのない地域で生活を続けることが可能となり、公共スペース等への普遍的アクセスを促進
する。

ゴール ターゲット 関連性の説明
_1.貧困をなくそう 1.4   2030年までに、貧困層及び脆弱層をはじめ、全ての男

性及び女性が、基礎的サービスへのアクセス、土地及びそ
の他の形態の財産に対する所有権と管理権限、相続財産、
天然資源、適切な新技術、マイクロファイナンスを含む金
融サービスに加え、経済的資源についても平等な権利を持
つことができるように確保する。

高齢で介護等が必要になった場合でも、介護機能の向上、サポートの向上により、基礎的サービスへの
アクセス等を簡易的にアクセス可能とすることにより、高齢者・介護が必要な方でも平等な生活・サー
ビスの享受が可能となる取り組みを実施。



Ⅱ.事業概要

(終了)

事業概要

622/600字

最終受益者 ・介護・医療従事者
・入居する高齢者の家族
・地域住民

(人数) 175〜450名程度と想定

（介護・医療従事者　10名×5〜10＝50名〜100名
　高齢者家族　　　　5名×5〜10＝25〜50名
　近隣住民　　　　　　100〜300名）

地域で活用がされていない空き家古民家を小規模多機能型介護住居として活用を行っていく。
介護・医療事業のアドバイザーとして一般社団法人日本介護事業連合会（東京都港区　代表理事・会長：愛知和男）を迎える。
※前述の愛知会長ご逝去のため、新会長選出中。

事業の概要として、空き家古民家を全国古民家再生協会のサポートを中心に小規模多機能型介護住居へ改修を実施する。その施設へは施設が設立された地域や近隣
の地域で医療・介護が必要な高齢者が入居し、訪問介護・医療を受けることができる体制を構築する。
また、日本介護事業連合会のサポートにより、高齢者の生活をITからサポートするツールを導入する。本ツールを使用することで、煩雑になっている携帯・パソコ
ンからのログイン（ID/パスワード管理）をセキュリティ面の安全性を確保しながら簡略化することや、ハッキング防止、なりすまし防止など高齢者のIT被害の予防
にもつなげる動きを実施する。高齢者にこそ、生活をしやすい環境を整備すべく、キャシュレスやITサービスの享受簡略化を実施し、高齢者であっても自身が望む
サービスを不自由なく受けることができる社会の構築を目指す。将来的には過疎地域・集落一体を小規模多機能型介護住居として活用することで、訪問介護・医療
者の負担軽減、質の高いサービスの提供につながる介護地域の誕生を目指す。事業については、施設入居者からの賃料・介護関係者への事業の紹介料を収入として
展開していく。

本事業における、不動産（土地・建物）購入の有無
※助成金で土地の購入はできません。建物の購入（建物新
築含む）は原則できません。自己資金等で購入する場合は
認められます。詳しくは公募要領をご確認ください。

なし

直接的対象グループ 介護・医療を必要とする高齢者 (人数) 約3名×5〜10施設＝約15〜30名

実施時期

(開始) 2025/4/1 2027/12/1 対象地域

全国
国外活動の有無 － 資金提供契約締結日 採択後の契約時に用いる欄です



Ⅲ.事業の背景・課題
(1)社会課題 1001/1000字

(2)課題に対する行政等による既存の取組み状況 186/200字

(3)課題に対する申請団体の既存の取組状況 199/200字

(4)休眠預金等交付金に係わる資金の活用により本事業を実施する意義 194/200字

Ⅳ.事業設計
(1)中長期アウトカム

国土交通省は空き家課題解決に向けて、毎年空き家の活用モデルを生み出すための補助制度に予算組を実施している。また、H27には空き家課題解決を進めるべく「空家等対策に関する特別措置
法」を制定した。また昨年にはその法律が改正され、民間のノウハウを更に活用すべく空家等管理活用支援法人制度を創設したが、まだ自治体から指定を受けた団体は全国で30団体程度と低迷し
ている仕組みである。

全国古民家再生協会では地域の古民家を活用する事業を各省庁と連携して行う他、下部団体『（一社）全国空き家アドバイザー協議会』を組成して、自治体事に窓口を設置し各地域に根づいた空
き家の課題解決を推進している。また、アドバイザーを務める（一社）日本介護事業連合会はバリアフリー委員会を組成して、高齢者が過ごしやすい環境の整備やキャッスレス化サポーなど高齢
者の生活利便性の向上のための取り組みを行っている。

「古民家の減少」「空き家の増加」「介護の人手不足」を解決することは、ただ単に各課題が解決されるだけでなく、周りへの波及効果が大きく（横展開し易い事業に）なることが見込まれる。
これらの社会課題を解決することで、地域での雇用の創出、移住・定住・二地域居住者の増加が見込まれ、地域経済全体の活性化に繋がり、社会課題解決のために使用されることが望まれる休眠
預金を活用する意義は大きいと考えられる。

事業終了から10年で介護・医療を受けることを希望する人たちが自身が望む地域でサービスを受けられる基盤が整っている。
また、入居する施設だけでなく、その周辺の空き家が施設入居者の家族などが入居者と会うために、空き家を活用した二次的住宅（別荘等）として、住まうことで、
地域間の移動・交流の創出などによる地域の活性化にもつながっている。

本事業を実施することで解決する社会課題は「古民家の減少」「空き家の増加」「介護の人手不足」の3つです。
1つ目に解決をする「古民家の減少」課題について。古民家は一般的に建築基準法が制定された1950年（昭和25年）以前に建築された木造住宅のことを指します。
古民家は日本の技術が詰まった建築物であり、海外旅行者（インバウンド）からも人気のあるコンテンツとして知名度が向上しています。
しかしながら、この古民家も適正に管理・活用されていないことで老朽化し朽ち果ててしまう事例も少なくありません。
古民家を活用することで、失うと二度と取り戻すことのできない古民家を未来のために残していくことが1つ目の社会課題の解決に繋がります。

2つ目に解決をする社会課題は「空き家の増加」課題です。総務省が5年ごとに行う「住宅土地統計調査」では、最新（2023年）の調査結果で全国に空き家が900万棟（空き家率：13.8％）存在す
ることが明らかになりました。一つ前（2018年）の調査結果の空き家数849万棟（空き家率：13.6%)から見ると5年間で空き家は51万棟増えていることが明らかになりました。過去の予測では、
2043年には空き家率は30％を超えるという予測値も公表されており、空き家課題は喫緊の解決しなくてはいけない問題となっています。

3つ目の解決する社会課題は「介護の人手不足」問題です。
単純な介護事業者の人手不足で介護を必要とする高齢者であっても満足行く介護が受けられない状態が発生しています。また、必要な介護を受けるために、自身が今まで住み暮らしていた地域・
家族と離れ介護施設に入居する方も存在します。自身が希望する地域で、希望する介護が受けられることは年齢が原因で社会的弱者になった高齢者を救うことに繋がります。
また、介護・医療の観点からより課題となっているのが【お一人様問題】です。介護施設に入居したくても身元保証人がいない、孤独死の恐れがある、頼れる人がいないことによる精神的な不
安・孤独を感じるなど、高齢独居の方々が抱える課題は現に多く存在しています。また、お一人様問題だけでなく、家族や親の介護を行わなければいけないがために離職を余儀なくされる介護離
職問題も社会課題となりつつあります。

これら3つの社会課題を解決し、高齢者が安心安全で、自身の望む生活ができる社会の構築を行います。



(2)-1 短期アウトカム（資金支援）※資金分配団体入100字 指標 100字 初期値/初期状態 100字 中間評価時の値/状態 事後評価時の値/状態

(2)-2 短期アウトカム（非資金的支援）※資金分配団100字 指標 100字 初期値/初期状態 100字 中間評価時の値/状態 事後評価時の値/状態

13/200字

36/200字

22/200字

32/200字

古民家の耐震等についての調査、耐震計画の実施 2025年6月〜9月

調査・耐震計画等に基づく、古民家の安全性を担保した改修工事の実施 2025年9月〜

(3)-1 活動：資金支援　※資金分配団体入力項目 時期
事業実施物件選定のサポート 2025年4〜6月

事業実施物件の探索についてサポートが必要な場合は物件選定サポートの実施。 2025年4〜6月

実行団体が事業を実施するにあたり、団体として必要な
ガバナンス・コンプライアンス体制を構築している。

規定類の整備率（ジャンピアが必要と定めるも
のの整備率）

各団体による 100％

実行団体が事業実施をするにあたり、必要な関係者との
体制構築が行えている

関係するステークホルダー数の増加数 各団体による 各団体による

事業実施施設に入居者が入居している ・想定利回りで評価 ・初期値0 表面利回り　5％以上

モニタリング
事業実施をする行政と連携が取れている 行政が事業実施を認知しているか していない している

事業実施物件にて介護・医療を提供できる設備が整って
いる

・どの介護レベルまで引受が可能か
・実施可能なサービスを数値化して10段階評価

・初期値0 ・7以上

事業を実施する物件の状態の調査・改修に取り組むこと
ができている

・物件のインスペクションの実施有無
・改修工事の実施前と実施後の差異の有無

・実施していない
・初期値なし

・実施した
・差異がなかった

実行団体が事業を実施する物件を確保できている 物件の確保が完了しているか していない している
モニタリング



15/200字

25/200字

11/200字

13/200字

13/200字

11/200字

9/200字

21/200字

9/200字

Ⅴ.広報戦略および連携・対話戦略

173/200字

114/200字

広報戦略

・全国古民家再生協会支部を通した周知活動
・全国古民家再生協会広報誌「じゃぱとら」を活用した広報活動
・日本介護事業連合会を通じた介護・医療関係団体・従事者への周知活動
上記の3つを中心に広報を実施。

ターゲット：医療・介護関係者、行政、施設入居検討者等
手法：情報誌への掲載、メール等での案内
効果：施設入居者の確保、行政への取り組み周知　等

連携・対話戦略

実行団体との関係構築、横のつながりを強化するため、事業開始時、中間、事後評価実施前の3回程度、集合研修を行い、
関係事業者との連携を深めるとともに、各実行団体間での意見交換等を促進することで、事業のクオリティーの向上を目指す。

事業成果報告会開催 2027年12月頃

必要なステークホルダーとの関係構築サポート 随時サポート実施

規程類整備サポート 随時サポート実施

(3)-2 活動：組織基盤強化・環境整備：非資金的支援 時期
行政との関係構築サポートの実施 事業実施新進捗による

※施設完成時期を目処を想定

物件の改修に関するノウハウサポート・事業者の紹介等 2025年6月頃

実行団体向け研修の開催 ・2025年6月頃
・2026年6月頃
・2027年7月頃

施設入居に向けてのサポート 2026年1月頃

介護設備の導入サポート 2026年1月頃

各種サービスの導入サポート 2026年4月〜



Ⅵ.出口戦略・持続可能性について 助成期間終了後も社会課題の解決に向けた活動を継続させる戦略・計画を記入してください。

291/400字

207/400字

Ⅶ.関連する主な実績
(1)助成事業の実績と成果 780/800字

資金分配団体

空き家古民家の新たな活用として全国古民家再生協会・日本介護事業連合会にて提供可能サービスとして継続的に本事業を実施したい方へスキーム
提供を行っていく。
また、本休眠預金事業を通じて出た課題を行政へ政策提言を実施していき、事業終了後に事業実施を希望するものへ補助等の制度が構築されていく
ことを目指す。
また、現在、全国古民家再生協会では伝統的建築物を回収するための基金（ファンド）創設を実施し、資金的支援を自治体はじめ各所へ実施してい
る。そのノウハウを活用することで、介護事業基金を創設し、空き家古民家の小規模多機能型介護施設への展開を資金面からも促進していく取り組
みを想定している。

実行団体

本事業を3年間実施し、運営体制の基盤、コンプライアンス・ガバナンス体制を構築し、事業終了後は入居者からの施設利用料にて運営が行える体
制構築を目指す。そのため、実行団体の事業終了後については、そのまま特段の対応なく、事業継続が可能であると見込んでいる。
また、事業実施中から行政との連携構築も指標の一つとしているので、事業実施地域にてそれぞれの補助制度の確率も目指し、事業が広く地域に展
開していくことを想定している。

【全国古民家再生協会にて取り組んだ実績（休眠預金を活用したもの）】
2021年度資金分配団体　「空き家古民家を活用したシングルマザー向け専用ハウス設立事業」

【全国古民家再生協会にて取り組んだ実績（休眠預金を活用したものではない）】
＊大工育成事業＊（国土交通省）
平成３０年から令和4年度の5年間、大工育成事業を当協会にて一括採択を受け各実施者へ対して予算分配を実施し事業実施を行っている。
令和２年度木造住宅・都市木造建築物における生産体制整備事業 （うち、大工技能者等の担い手確保・育成事業）
※５０事業者予定（１２００万円）
令和元年度地域に根差した木造住宅施工技術体制整備事業
※７事業者（７００万円）
平成３０年度地域に根ざした木造住宅施工技術体制整備事業
※１５事業者（４９７万円）
＊空き家対策事業＊（国土交通省）
令和元年度、空き家対策事業を当協会にて一括採択を受け、各実施者へ対して予算分配を実施し事業実施をおこなった。
令和元年度空き家対策の担い手・連携モデル事業
※８事業者（４９０万円）

＊地域型住宅グリーン化事業＊（国土交通省）
平成２９年から令和２年度の４年間、地域型住宅グリーン化事業を当協会にて一括採択を受け各実施者へ対して予算分配を実施し事業実施を行っている。
令和２年度　地域型住宅グリーン化事業
令和元年度　地域型住宅グリーン化事業
平成３０年度地域型住宅グリーン化事業
平成２９年度地域型住宅グリーン化事業
＊農山漁村振興交付金（農林水産省）

＊誘客多角化による誘客多角化等のための魅力的な滞在コンテンツ造成　実証事業
＊地方創生テレワーク交付金（内閣府）
＊地方創生推進交付金（内閣府）
＊既存観光拠点の高付加価値化事業（観光庁）
＊その他＊
平成２８年度ロボット導入実証事業（一般社団法人日本ロボット工業会）



(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等 168/800字

Ⅷ.実行団体の募集

27/200字

15/200字

152/200字

Ⅸ.事業実施体制
169/200字

名

名
143/200字

(3)ガバナンス・
コンプライアンス体制

当協会の取り組みに対しては、コンプライアンス遵守のため、コンプライアンス委員会を設置し、協会内外からの情報提供によって事業の公平・妥当性を調査する
機関の設置をしている。また、内部通報制度にて情報提供を行った者の保護体制等についても規程類で規定を行い、規定に即した実施体制を構築している。

(4)コンソーシアム利用有無 なし

名

新規採用人数
(予定も含む)

2
予定なし(左記メンバーは全員本
事業専従予定)

既存PO人数 1 予定あり(詳細は右記のとおり)
本事業5　その他事業5　の割合で想定

(4)案件発掘の工夫

連携している日本介護事業連合会をハブとして、例えば日本介護事業者連盟などの介護・医療事業者へ本事業の案内を実施していく。
また、全国古民家再生協会支部を通して、古民家の活用を希望する方へその活用方法として、介護施設を提案し、物件の利用希望する所有者と介護・医療事業者の
マッチングを行うことも想定している。

(1)事業実施体制、メンバー
構成と各メンバーの役割

一般社団法人全国古民家再生協会を中心に物件の調査、活用を実施していく。
介護・医療の面においては、一般社団法人日本介護事業連合会をアドバイザーに置き、事業を実施していく。
また、日本介護事業連合会を通じて、高齢者の生活を安心・安全・豊かにしていくためのサービスを提供する事業者を新たねステークホルダーとして迎えていくこ
とを想定している。

(2)本事業のプログラム・オ
フィサーの配置予定

※資金分配団体用

人数 内訳 他事業との兼務 左記で「(兼務)予定あり」の場合、業務比率想定を記載

3

(1)採択予定実行団体数 5〜10団体

(2)実行団体のイメージ

介護・医療の事業に取り組む法人を中心に想定している。

(3)1実行団体当り助成金額

2,000万円〜4,000万円

一般社団法人全国古民家再生協会は空き家・古民家の新たな有効活用方法を見出すために、2023年5月に連携協定を締結。
古民家の活用・保全を目的として、自由民主党古民家再生議員連盟・公明党古民家再生議員懇話会・日本維新の会空き家古民家対策推進議員連盟と連携して、
空き家・古民家に関する諸課題についての解決に向けた協議等を開催している。



 

資金計画書 バージョン
（契約締結・更新回数）

1

資金分配団体
2024/10/01 2028/03/31

事業名
団体名
事業名
団体名

プログラムオフィサー関連経費
評価関連経費

合計

申請団体
事業期間

資金分配団体

実行団体

事業費

資金分配団体用

実行団体への助成

実行団体用

管理的経費

238,010,000

空き家古民家を活用した小規模介護施設設立・運営による地域活性化事業
一般社団法人全国古民家再生協会

10,010,000

助成金

200,000,000

187,230,000
12,770,000

10,000,000
10,000

28,000,000

～



 

資金計画書資料　①助成概要

1. 事業費 [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

2,110,000 93,720,000 71,720,000 32,450,000 200,000,000
0 90,000,000 68,000,000 29,230,000 187,230,000

2,110,000 3,720,000 3,720,000 3,220,000 12,770,000

2. プログラム・オフィサー関連経費 [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

4,000,000 8,000,000 8,000,000 8,000,000 28,000,000
2,500,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 17,500,000
1,500,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 10,500,000

3. 評価関連経費 [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

1,000,000 3,002,500 3,002,500 3,005,000 10,010,000
1,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 10,000,000

0 2,500 2,500 5,000 10,000

4. 合計 [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

7,110,000 104,722,500 82,722,500 43,455,000 238,010,000

実行団体への助成
－

事業費 (A)

評価関連経費 (C)
資金分配団体用

助成金計(A+B+C)

その他経費

管理的経費

プログラム・オフィサー関連経費 (B)

実行団体用

プログラム・オフィサー人件費等



 

資金計画書資料　②自己資金・民間資金

(1)事業費の補助率

助成期間合計 98.5% FALSE

【参考】年度別の助成金による補助率(A/(A+D))
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

補助率 100% 99% 99% 97%
0 1,000,000 1,000,000 1,000,000

(2)自己資金・民間資金からの支出予定
自己資金・民間資金からの支出予定について、調達予定額、調達方法、調達確度等を記載してください。

年度 予定額[円] 調達方法 調達確度
2025年度 1,000,000 会員会費 C:調整中
2026年度 1,000,000 会員会費 C:調整中
2027年度 1,000,000 会員会費 C:調整中

特例申請対象

特例申請について
事業費のうち自己資金・民間資金による負担を20%未満とすることを申請する場合は「自己資金に関する申請書」に理由等を明示してください。
特例申請が認められた場合でも、複数年度の事業では、最終年度の補助率は 80％以下とします。

自己資金・民間資金
合計 (D)

3,000,000

説明（調達元、使途等）

助成金による補助率
(A/(A+D))

管理的経費等に使用を想定
管理的経費等に使用を想定
管理的経費等に使用を想定



  
(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

事務局体制の備考

非常勤職員・従業員数［人］ 23
有給［人］ 0
無給［人］ 23

職員・従業員数［人］ 26
常勤職員・従業員数［人］ 3

有給［人］ 2
無給［人］ 1

理事・取締役数［人］ 4
評議員［人］ 0
監事/監査役・会計参与数［人］ 1

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］ 0

氏名
役職

役員数［人］ 5

代表者(2)
フリガナ

代表者(1) 氏名 中村 綱喜
役職 代表理事

フリガナ ナカムラ ツナヨシ

設立年月日 2011/02/01
法人格取得年月日 2015/03/20

電話番号 03-6275-0795

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト http://www.g-cpc.org/

その他のWEBサイト
(SNS等)

https://www.facebook.com/zenkoku.kominka

都道府県 東京都
市区町村 千代田区
番地等 内幸町1-3-1 幸ビルディング9階

団体情報入力シート

団体名 全国古民家再生協会
郵便番号 100-0011

団体種別法人格 一般社団法人 資金分配団体/活動支援団体





(12)過去に休眠預金事業で助成を受けた実績

0

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

申請中・申請予定又は採択された
事業名

番号

対象 申請
左記で実行団体・支援対象団体として申請中・申請予定又は採択された
場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定又は採択された
資金分配団体又は活動支援団体名



役員名簿

番号 入力確認欄 氏名ｶﾅ 氏名漢字 和暦 年 月 日 性別 団体名 役職名 郵便番号 住所 備考

1 OK ﾅｶﾑﾗ ﾂﾅﾖｼ 中村 綱喜 一般社団法人全国古民家再生協会 代表理事

2 OK ｶﾜﾉ ﾏｻﾋﾛ 河野 公宏 一般社団法人全国古民家再生協会 理事

3 OK ｽｷﾞﾓﾄ ﾘｭｳｲﾁ 杉本 龍一 一般社団法人全国古民家再生協会 理事

4 OK ﾔﾏﾅ ｹﾝﾀ 山名 健太 一般社団法人全国古民家再生協会 理事

5 OK ﾔﾏﾅｶ ﾐﾄｷ 山中 美登樹 一般社団法人全国古民家再生協会 監事

6 check!

7 check!

8 check!

◉記載例（番号1〜3）は削除のうえ番号1より入力してください。
◉名簿には登記簿上の「役員に関する事項」に記載されている方すべて を入力してください。NPO法人の場合は、代表理事、理事、監事をすべて記載してくださ
い。
◉氏名欄に記入する氏名は戸籍上の氏名で入力してください。
◉備考欄には他の団体等との兼職関係（兼職先名称、兼職先での役割等）を記載してください。
◉提出の際はPDF等に変換せずExcel形式のまま提出してください。要件を満たしていない場合は 再提出を求める場合があります。

［各欄の入力方法と注意点］
・入力確認欄に「check!」が表示されているときは、和暦と生年月日の組み合わせをもう一度確認してください。
・役員名簿の枠が足りない場合は、適宜追加してください。
・氏名カナ欄は「半角」で入力、姓と名の間も半角で１マス空けてください。
・氏名漢字欄は「全角」で入力、姓と名の間も全角で１マス空けてください。
・外国人の場合は、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読み、氏名漢字欄にはアルファベット（全角）を入力してください。
・生年月日欄は、大正は T、昭和は S、平成は Hを半角で入力し、年欄は数字２桁半角としてください。なお、明治45年は7月30日まで、大正15年は12月25日まで、昭和64年は
1月7日までとなります。
・性別欄には「半角」で男性は M、女性は Fで入力してください。

必 任



2023/11/2版

※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 空き家古民家を活用した小規模介護施設設立・運営による地域活性化事業 記入箇所チェック 記入完了

団体名： 一般社団法人全国古民家再生協会

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている。

記入完了 記入完了 記入完了

(参考)JANPIAの規
程類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

. . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

. . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 理事の職務権 . . .

理事の職務権限規程
内定後1週間以内に提
出

⚫ 監事の監査に関する規程 . . .

監事監査規程
内定後1週間以内に提
出

. . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 社員総会・評議員会の運営に関する規程

　規程類必須項目確認書（社団・財団・NPO法人等）

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎申請時までに整備が間に合わず後日提出するとした規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いしま
す。
◎以下の必須項目は、公益財団法人、一般財団法人、公益社団法人、一般社団法人、特定非営利活動法人を想定したものです。これ以外の法人については、表を参考に整備してください。なお、ご不明点等はJANPIAへご相談ください。

記入箇所チェック　※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

規程類に含める必須項目

（１）開催時期・頻度

・評議員会規則
・定款

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「評議員会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する評議員を除いた上で行う」とい
う内容を含んでいること
※社団法人においては、特別利害関係を持つ社員の社員総会への出席ならびに議決権の行使に関する除
外規定は必須としないこととします。

（１）理事の構成
「各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族等である理事の合計数が、理事の総数の
３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

定款

（２）理事の構成
「他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の合計数が、理事の総
数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 理事会の運営に関する規程　※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

・定款
・理事会規則

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議　（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する理事を除いた上で行う」という内
容を含んでいること

JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担が規定さ
れていること

監事の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監事を設置していない場合は、社員総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してください

役員及び評議員の報酬
等並びに費用に関する
規程（２）報酬の支払い方法

（１）役員及び評議員（置いている場合にのみ）の報酬の額

⚫ 理事の構成に関する規程　※理事会を設置していない場合は不要です。

⚫ 役員及び評議員の報酬等に関する規程



⚫ 倫理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 利益相反防止に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 内部通報者保護に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 組織（事務局）に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

. . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 文書管理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 情報公開に関する規程 . . .

情報公開規程
内定後1週間以内に提
出

⚫ リスク管理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 経理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

（１）基本的人権の尊重

・倫理規程
・ハラスメントの防止に
関する規程

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を与える行
為を行わない」という内容を含んでいること

（７）情報開示及び説明責任

（８）個人情報の保護

（６）ハラスメントの防止

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相反を防ぐ
措置」について具体的に示すこと

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁止
のための自己申告等に
関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、理事、監事、評議員・社員、職員その他の事業協力団体の関係者に対し、特
別の利益を与えないものである」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組織にお
いて内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

コンプライアンス規程

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う部署が設
置されている 」という内容を含んでいること

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その内容を公
表する」という内容を含んでいること

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

内部通報（ヘルプライ
ン）規程（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン（平成28
年12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（２）職制

（３）職責

（４）事務処理（決裁）

（４）緊急事態対応の手順

（１）基本給、手当、賞与等
給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

⚫ 職員の給与等に関する規程

（１）区分経理

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

（６）収支予算

（７）決算

以下の１.～４.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業計画、収支予算
３. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、財産目録
４. 理事会、社員総会、評議員会の議事録

（１）具体的リスク発生時の対応

リスク管理規程

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針



一般社団法人全国古民家再生協会定款  

 

第１章   総  則  

 

（名称）  

第１条   当法人は、一般社団法人全国古民家再生協会と称する。  

 

（事務所）  

第２条  当法人は、主たる事務所を東京都千代田区に置く。  

 

第２章   目的及び事業  

 

（目的）  

第３条   

(1)  当法人は、長期にわたって循環利用ができる住宅の普及・拡大を目指して、伝

統資財・古民家等の再生リサイクルに関する事業を行い、伝統的木造建築の民

家・町並みの保存及び産業廃棄物の削減等による循環型社会の実現に寄与し、

消費者が安心して利用する事が出来る古民家等リフォーム事業の健全な発達を

図ることを目的とする。  

(2)  当法人は、特定の企業の利益の誘導を図ることを目的とする団体ではない。  

また、消費者に特定の企業への誘導を誤認させるような名称を使用していない。  

 

（事業）  

第４条  当法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。  

(1) 古民家等リフォーム事業を適確かつ円滑に実施するための人材育成事業  

(2) 古民家等リフォーム事業に関する住宅居住者等からの相談等への対応にかかる事業  

(3) 会員に対する古民家等リフォーム事業に係る情報提供  

(4) 住宅リフォーム事業に係る業務を適正に実施するため必要があると認めた場合に

おいては、その必要な限度において行う会員の状況を把握するための調査に係る業務  

(5) 古民家等リフォーム事業に関する調査、研究  

(6) 継承できる古民家と町並みの保存・修景に係る事業  

(7) 古民家利活用に関する事業  

(8) 住教育に関する事業  

(9) 空き家に関する事業  

(10) 既存の優良な古材・古瓦等の活用事業  

(11) 産業廃棄物の削減・二酸化炭素排出の削減に係る事業  

(12) エコ推進とその広報活動事業  

(13) 前各号に掲げる事業に附帯又は関連する事業  

 

第３章   社  員  

（法人の構成員）  

第５条  当法人に次の会員を置く。  

(1) 事業者会員  当法人の事業に賛同して入会した個人又は団体であってリフォーム

工事を実施するために必要な建設業許可を得た者又は常勤の建築士が所属する団体  

(2) 一般会員  当法人の事業を賛助するため入会した個人又は団体  



２  前項の会員のうち、事業者会員をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法

律（平成１８年６月２日法律第４８号。以下「法人法」という。）上の社員とする。  

 

（入会）  

第６条  事業者会員又は一般会員として入会しようとする者は、理事会の定める会員規

則に従って入会の申込みをし、理事会の承認を受けなければならない。  

２  入会の承認を受けた者に対しては、当法人から本人に通知する。  

 

（経費の負担）  

第７条  事業者会員及び一般会員は、当法人の経費に充てるため、社員総会において別

に定める入会金及び会費を支払わなければならない。  

 

（任意退会）  

第８条  事業者会員又は一般会員は、理事会において別に定める退会届を提出して、任

意に当法人を退会することができる。  

 

（除  名）  

第９条  事業者会員が次の各号の一に該当する場合には、社員総会の決議によって除名

することができる。この場合、当該事業者会員に対し、当該社員総会の日から１週間

前までに除名する旨を通知し、かつ、社員総会において弁明する機会を与えなければ

ならない。  

(1) 当法人の定款、規則又は社員総会の決議に違反したとき  

(2) 当法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき  

(3) その他除名すべき正当な事由があるとき  

２  一般会員が前項各号の一に該当する場合には、社員総会の決議によって、除名する

ことができる。この場合、当該一般会員に対し、当該社員総会の日から１週間前まで

に除名する旨を通知し、かつ、社員総会において弁明する機会を与えなければならな

い。  

 

（会員資格の喪失）  

第１０条  前二条の場合の他、事業者会員又は一般会員は、次の各号の一に該当するに

至ったときは、その資格を喪失する。  

(1) 第７条の支払い義務を１年以上履行しなかったとき  

(2) 総事業者会員が同意したとき  

(3) 当該事業者会員又は一般会員が死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は事業者会

員又は一般会員である団体が解散したとき  

 

第４章   社員総会  

 

（構  成）  

第１１条  社員総会は、すべての事業者会員をもって構成する。  

（権  限）  

第１２条  社員総会は、法人法に規定する事項及びこの定款で定めた事項に限り決議する。  

 

 



（社員総会の開催）  

第１３条  当法人の定時社員総会は、毎事業年度終了後３か月以内に開催する。  

２  当法人の臨時社員総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。  

(1) 理事会が必要と判断したとき  

(2) 総事業者会員の議決権の１０分の１以上の議決権を有する事業者会員から、理事

に対して、社員総会の目的である事項及び招集の理由を示して、社員総会の招集の

請求があったとき  

(3) 前号の規定による請求を行った事業者会員が、裁判所の許可を得て、社員総会を

招集するとき  

 

（招  集）  

第１４条  社員総会は、前条第２項第３号の規定により事業者会員が招集する場合を除

き、理事会の決議に基づき理事長が招集する。  

 

（議  長）  

第１５条  社員総会の議長は、理事長がこれに当たる。  

２  理事長に事故があるときは、理事会の決議をもってあらかじめ定めた順序により、

他の理事がこれに代わる。  

 

（議決権の数）  

第１６条  事業者会員は、社員総会において各１個の議決権を有する。  

 

（決  議）  

第１７条  社員総会の決議は、法人法第４９条２項又はこの定款に別段の定めがある場

合を除き、総事業者会員の議決権の過半数を有する事業者会員が出席し、出席した当

該事業者会員の議決権の過半数をもって行う。  

２  前項の規定にかかわらず、次の決議は、総事業者会員の半数以上であって、総事業

者会員の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う。  

(1) 事業者会員又は一般会員の除名  

(2) 監事の解任  

(3) 定款の変更  

(4) 解散  

(5) 役員の責任の一部免除  

(6) 事業の全部の譲渡  

(7) 解散後精算結了までの当法人の継続  

(8) 吸収合併契約又は新設合併契約の承認  

 

（議事録）  

第１８条  社員総会の議事については、法人法第５７条１項及び法人法施行規則（平成

１９年法務省令第２８号。以下「法人法施行規則」という）第１１条で定めるところ

により、書面又は電磁的記録をもって議事録を作成する。  

 

（議決権の代理行使）  

第１９条  事業者会員は、代理人によって社員総会の議決権を行使することができる。

この場合、当該事業者会員又は代理人は、代理権を証明する書面をあらかじめ当法人



に提出する。  

２  前項の代理権の授与は、社員総会ごとに行う。  

３  第１項の事業者会員又は代理人は、代理権を証明する書面の提出に代えて、一般社

団法人及び一般財団法人に関する法律施行令（平成１９年政令第３８号。以下「法人

法施行令」という）第２条で定めるところにより、当法人の承諾を得て、当該書面に

記載すべき事項を電磁的方法により提供することができる。この場合、当該事業者会

員又は代理人は、当該書面を提出したものとみなす。  

４  前項の規定により電磁的方法によって代理権を証明された代理人が行使した議決権

の数は、出席した事業者会員の議決権の数に算入する。  

 

（書面による議決権行使）  

第２０条  書面により議決権を行使できる場合には、事業者会員は、議決権行使書面に

必要な事項を記載し、社員総会の日時の直前の業務時間の終了時までに当該記載をし

た議決権行使書面を当法人に提出する。  

２  前項の規定により書面によって行使した議決権の数は、出席した事業者会員の議決

権の数に算入する。  

 

（電磁的方法による議決権の行使）  

第２１条  電磁的方法により議決権を行使できる場合には、事業者会員は、法人法施行

令第２条で定めるところにより、当法人の承諾を得て、社員総会の日時の直前の業務

時間の終了時までに議決権行使書面に記載すべき事項を電磁的方法により当法人に提

供する。  

２  前項の規定により電磁的方法によって行使した議決権の数は、出席した事業者会員

の議決権の数に算入する。  

 

第５章   役  員  

  

（役員）  

第２２条  当法人に、次の役員を置く。  

(1) 理事  ３名以上３０名以内  

(2) 監事  ３名以内  

２  理事のうち、１名を理事長、５名以内を副理事長とする。  

３  前項の理事長を法人法が定める代表理事とし、副理事長を同法の業務執行理事とす

る。  

 

（役員の選任）  

第２３条  理事及び監事は、社員総会の決議によって選任する。  

２  理事長及び副理事長は、理事会の決議によって理事の中から選定する。  

３  理事のうち、理事のいずれかの１名とその配偶者又は三親等内の親族その他財務省

令で定める特殊の関係のある者である理事の合計数は、理事の総数の３分の１を超え

てはならない。監事についても同様とする。  

 

（理事の職務及び権限）  

第２４条  理事は、理事会を構成し、法人法及び法人法施行規則第１４条並びにこの定

款で定めるところにより、職務を執行する。  



２  理事長は、法人法及びこの定款で定めるところにより、当法人を代表し、その業務

を執行する。  

３  副理事長は、理事会において別に定めるところにより、当法人の業務を分担執行す

る。  

 

（監事の職務及び権限）  

第２５条  監事は、理事の職務の執行を監査し、法人法及び法人法施行規則第３６条で

定めるところにより、監査報告を作成する。  

２  監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、当法人の業務及び

財産の状況の調査をすることができる。  

 

（役員の任期）  

第２６条  理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時社員総会の終結の時までとする。但し、再任を妨げない。  

２  監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

社員総会の終結の時までとする。但し、再任を妨げない。  

３  補欠のため選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとす

る。  

４  増員により選任された理事又は監事の任期は、他の在任理事又は監事の任期の残存

期間と同一とする。  

５  この定款で定めた理事又は監事の員数が欠けた場合には、任期の満了又は辞任によ

り退任した理事又は監事は、新たに選任された理事又は監事が就任するまで、なお理

事又は監事としての権利義務を有する。  

 

（役員の解任）  

第２７条  理事及び監事は、いつでも、社員総会の決議によって解任することができ

る。  

 

（報酬等）  

第２８条  理事及び監事は無報酬とする。  

２  理事及び監事に対しては、費用を弁償することができる。この場合の基準について

は、理事会の決議を経て、別に定める。  

 

（責任の免除）  

第２９条  当法人は、法人法第１１４条第１項の規定により、理事会の決議によって、

理事又は監事の負う同法第１１１条第１項の責任を法令の限度において免除すること

ができる。  

 

（役員との間の責任限定契約）  

第３０条  当法人は、法人法第１１５条第１項の規定により、理事（業務執行理事及び

当法人の使用人を除く。）又は監事との間に、同法第１１１条第１項の責任を限定す

る契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、５０万

円以上であらかじめ定めた金額又は法令が規定する額のいずれか高い額とする。  

 

 



第６章   理事会  

 

（構  成）  

第３１条  当法人に、理事会を設置する。  

２  理事会は、すべての理事で構成する。  

 

（権  限）  

第３２条  理事会は、次に掲げる職務を行う。  

(1) 当法人の業務執行の決定  

(2) 理事の職務の執行の監督  

(3) 理事長及び副理事長の選定及び解職  

(4) 理事会は、理事会運営規程を定める。  

 

（招  集）  

第３３条  理事会は、理事長が招集する。  

２  理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、あらかじめ理事会の決議によ

り定めた順位により、他の理事が理事会を招集する。  

３  理事会を招集する者は、理事会の日の５日前までに、各理事及び各監事に対してそ

の通知を発しなければならない。  

４  理事長以外の理事は、理事長に対して理事会の目的事項を示して理事会の招集を請

求したにもかかわらず、請求をした日から５日以内に、その請求をした日から２週間

以内の日を理事会の日とする理事会招集通知が発せられない場合には、自ら理事会を

招集することができる。  

５  監事は、理事会で意見を述べる必要があると認めて理事長に対して理事会の招集を

請求したにもかかわらず、請求をした日から５日以内に、その請求をした日から２週

間以内の日を理事会の日とする理事会招集通知が発せられない場合には、自ら理事会

を招集することができる。  

 

（議  長）  

第３４条  理事会の議長は、理事長がこれに当たる。  

２  理事長に事故があるときは、理事会の決議をもってあらかじめ定めた順序により、

他の理事がこれに代わる。  

 

（決  議）  

第３５条  理事会の決議は、この定款に別段の定めがある場合を除き、議決に加わるこ

とができる理事の過半数が出席し、その過半数をもって行う。  

２  理事会の決議について特別の利害関係を有する理事は、その議決に加わることがで

きない。  

３  理事が理事会の決議の目的事項について提案した場合において、当該提案につき理

事（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）の全員が書面又は電

磁的記録により同意の意思表示をしたとき（但し、監事が当該提案について異議を述

べたときを除く。）は、当該提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなす。  

 

 

 



（議事録）  

第３６条  理事会の議事については、法人法第９５条３項及び４項並びに法人法施行規

則第１５条で定めるところにより、書面又は電磁的記録をもって議事録を作成する。  

２  議事録が書面で作成されている場合には、理事会に出席した理事長及び監事は、議

事録に署名又は記名押印する。  

３  議事録が電磁的記録をもって作成されている場合には、法人法施行規則第９０条で

定める署名又は記名押印に代わる措置をとる。  

 

第７章   資産及び会計  

 

（事業年度）  

第３７条  当法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。  

 

（事業計画及び収支予算）  

第３８条  当法人の事業計画及びこれに伴う予算は、毎事業年度の開始の日の前日まで

に理事長が作成し、理事会の承認を受けなければならない。事業計画及びこれに伴う

予算を変更する場合も、同様とする。  

２  やむを得ない理由により予算が成立しないときは、理事長は、予算成立の日まで前

年度の予算に準じ収入支出することができる。但し、重要な財産の処分及び譲受け並

びに多額の借財を行うことはできない。  

 

（事業報告及び決算）  

第３９条  当法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長が次の書

類を作成し、監事の監査を受け、理事会の承認を経て、第１号、第３号及び第４号の

書類については定時社員総会に報告しなければならない。  

(1) 事業報告  

(2) 事業報告の附属明細書  

(3) 貸借対照表  

(4) 正味財産増減計算書  

(5) 貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書  

２  前項第３号及び第４号の書類については、法人法施行規則第４８条に定める要件に

該当しない場合には、前項中、定時社員総会への報告に代えて、定時社員総会の承認

を受けなければならない。  

３  第１項各号の書類及び監査報告については、定時社員総会の日の２週間前の日から

５年間、主たる事務所に備え置く。  

 

（剰余金の分配の制限）  

第４０条  当法人は、社員その他の者に対し、剰余金の分配をすることができない。  

第８章   定款変更、事業譲渡及び解散  

 

（定款の変更）  

第４１条  この定款は、社員総会の決議によって変更することができる。  

 

 

 



 

（事業の全部譲渡）  

第４２条  当法人が事業の全部を譲渡する場合には、社員総会の決議によらなければな

らない。  

 

（解  散）  

第４３条  当法人は、次に掲げる事由によって解散する。  

(1) 社員総会の決議  

(2) 事業者会員の欠亡  

(3) 合併により当法人が消滅する場合  

(4) 破産手続開始の決定  

(5) 裁判所による解散命令の確定  

 

（清算法人の機関）  

第４４条  当法人が解散した場合（前条第１項第３号による解散及び同第４号による解

散であって当該破産手続が終了していない場合を除く）には、当法人は清算法人とな

る。この場合、機関として、社員総会及び清算人の他、清算人会及び監事を設置す

る。  

 

（残余財産の帰属）  

第４５条  当法人が清算する場合に有する残余財産は、社員総会の決議を経て、公益社

団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第１７号に掲げる法人又は国若

しくは地方公共団体に贈与するものとする。  

 

第９章   事務局  

 

（設置等）  

第４６条  当法人の事務を処理するため、事務局を設置する。  

２  事務局には、事務局長及び所定の職員を置く。  

３  事務局長及び職員は、理事長が任免する。但し、事務局長の任免には理事会の承認

が必要である。  

４  事務局の組織及び運営に関する必要な事項は、理事会の決議を経て、理事長が別に

定める。  

５  理事会は、事務処理規程を定める。  

 

第１０章   公告の方法  

 

（公告の方法）  

第４７条  当法人の公告は、電子公告により行う。  

２  事故その他やむを得ない事由によって前項の電子公告をすることができない場合に

は、官報に掲載する方法による。  

 

 

 

 



第１１章   補  則  

 

（設立時社員）  

第４８条  当法人の設立時社員は次のとおりである。  

      井上  幸一   

      河野  公宏   

 

（細  則）  

第４９条  この定款に定めるもののほか、当法人の運営に関する必要な事項は、理事会

の決議を経て、理事長が別に定める。  

 

 

以上、当法人の現行定款に相違ありません。 

 

  ２０２４年 ４月 ５日 

 

    一般社団法人全国古民家再生協会 

 

    代表理事  中村 綱喜  印 

 











２０２１年度 

 

事 業 報 告 書 
 

 

 

 

自 ２０２１年４月 １日 

 

至 ２０２２年３月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般社団法人全国古民家再生協会 

 

 

 

 



１、事業運営の総括 

２０２１年度も新型コロナウイルスの影響を受け、非対面での事業運営の開催が多く

ある中、感染対策を講じた上で対面型の事業を開催。また地域課題の解決に向け古

民家を中心に空き家に関する取り組みが加速し官民連携した活動を通じ事業幅が拡

大した１年。国・地方自治体と連携をしより地域課題解決に向けた社会公共性高い活

動が必要です。 

 

 

【２０２１年度会員増減】 

２０２０年度期首 ３０４名  

事業者会員 ２２１名  

一般会員 ８１名  

企業 ２社  

 

２０２０年度新規 １０２名  

事業者会員 ４４名  

一般会員 ２２名  

 

支部名 事業 一般 新規合計 退会者 拡大数 

岩手事務局 ２名 ０名 ２名 １名 １名 

宮城第一支部 ３名 ４名 ７名 ３名 ４名 

宮城第二支部 １名 ０名 １名 ２名 −１名 

山形第一支部 ３名 ０名 ３名 ０名 ３名 

福島第一支部 ２名 ２名 ４名 ０名 ４名 

茨城第一支部 ２名 １名 ３名 ０名 ３名 

群馬第二支部 １名 ０名 １名 ０名 １名 

埼玉第一支部 ２名 １名 ３名 １名 ２名 

神奈川第二支部 １名 １名 ２名 ２名 ４名 

新潟第一支部 ０名 １名 １名 ０名 １名 

長野第一支部 １名 ０名 １名 ２名 ３名 

長野第二支部 ４名 ０名 ４名 ０名 ４名 

愛知第一支部 １名 １名 ２名 １名 １名 

三重第一支部 ２名 ０名 ２名 ２名 ０名 

京都第一支部 １名 ３名 ４名 ０名 ４名 

大阪第一支部 ６名 ０名 ６名 １名 ５名 



兵庫事務局 １名 １名 ２名 １名 １名 

島根第一支部 ０名 ３名 ３名 １名 ２名 

岡山第一支部 ０名 １名 １名 ０名 １名 

広島事務局 ２名 ０名 ２名 ０名 ２名 

山口事務局 １名 ０名 １名 ０名 １名 

福岡第一支部 ０名 ３名 ３名 ５名 −２名 

福岡第三支部 １名 ０名 １名 １名 ０名 

大分第一支部 ３名 ０名 ３名 １名 ２名 

宮崎第二支部 １名 ０名 １名 ０名 １名 

鹿児島第一支部 １名 ０名 １名 １名 ０名 

 

 

２０２０年度会員 ３７０名  

事業者会員 ２６５名  

一般会員 １０３名  

企業 ２社  

 

◯第１回企業版ふるさと納税マッチング会（２０２１年７月７日） 

内閣府と連携し「歴史的建築物を活用した地域課題の解決」をテーマとし第１回企業

版ふるさと納税マッチング会（オンライン）を開催しました。 

参加企業数：６０社 参加自治体：１１３自治体 

 

◯第２回企業版ふるさと納税マッチング会（２０２２年１月１９日） 

第２回は、内閣府に加え文化庁と連携し「登録有形文化財を活かし残し地域の核

へ！」とテーマを絞り第２回企業版ふるさと納税マッチング会（オンライン）を開催しま

した。 

参加企業数：４２社 参加自治体：３６自治体 

 

◯伝統再築サミット２０２２（２０２２年１月２８日） 

日本の技術と文化を継承する伝統構法古民家を安心・安全に残していくために建築

士を対象としたオンランセミナーを開催。 

共催：一般社団法人日本伝統再築士会 

後援・協力：一般社団法人住宅リフォーム推進協議会、新建新聞社、独立行政法人

住宅支援機構 

 

 



◯古民家再生議員連盟の開催 

開催日 開催場所 議題 

２０２１年４月１５日 自民党本部 古材リユース促進に向けて 

企業版ふるさと納税促進に向けて 

２０２１年１２月１４日 衆議院議員会館 古材の海外輸出を通じた経済対

策に向けて 

企業版ふるさと納税を活用した登

録有形文化財の利活用活性化に

向けて 

 

◯古民家再生議員懇話会の開催 

開催日 開催場所 議題 

２０２１年４月１５日 衆議院議員会館 古材リユース促進に向けて 

住生活基本計画に基づく活動推

進に向けて 

２０２１年１２月１４日 参議院議員会館 古材の日本標準産業分類への登

録について 

休眠預金活用事業「空き家・古民

家を活用したシングルマザー専用

ハウス設立事業」の周知依頼 

 

◯連携協定 

自治体 締結日 締結団体 

尾花沢市 2021/11/27 一般社団法人山形県古民家再生協会 

大郷町 2021/1/18 一般社団法人全国古民家再生協会宮城県連合会 

筑後市 2021/2/15 一般社団法人福岡県古民家再生協会 

郡山市 2021/3/9 一般社団法人古民家再生協会福島 

小田原市 2021/3/29 一般社団法人古民家再生協会湘南 

米沢市 2021/3/29 一般社団法人山形県古民家再生協会 

嘉麻市 2021/4/5 一般社団法人全国古民家再生協会福岡県連合会 

長野原町 2021/5/13 一般社団法人古民家再生協会群馬北 



平戸市 2021/5/31 一般社団法人古民家再生協会長崎 

上天草市 2021/6/25 一般社団法人古民家再生協会熊本 

阿賀町 2021/7/19 一般社団法人全国古民家再生協会新潟県連合会 

富谷市 2021/9/24 一般社団法人全国古民家再生協会宮城県連合会 

国東市 2021/10/6 一般社団法人全国古民家再生協会大分連合会 

宇陀市 2021/11/26 一般社団法人全国古民家再生協会奈良県連合会 

南房総市 2021/12/16 一般社団法人全国古民家再生協会千葉県連合会 

丸亀市 2022/1/31 一般社団法人古民家再生協会香川 

垂井町 2022/2/28 一般社団法人古民家再生協会岐阜西濃 

石川町 2022/3/24 一般社団法人古民家再生協会福島 

八千代町 2022/3/28 一般社団法人茨城県つくば古民家再生協会 

 

 

 

◯全体会の開催（２０２１年９月２９日） 

ビジョンセンター永田町にて支部長を中心とする協会会員にお集まりいただきまし

た。 

 

全国古民家再生協会 事業説明会① 

省庁勉強会① 

省庁勉強会② 

省庁勉強会③ 

全国古民家再生協会 事業説明会② 



 

＜省庁勉強会①＞ 

国土交通省 国土政策局 

二地域居住促進等推進協議会の運営に関して（民間事業者との関わり） 

 

＜省庁勉強会②＞ 

経済産業省 調査統計グループ 統計企画室 

日本標準産業分類改正に関して（古材に関して） 

 

＜省庁勉強会③＞ 

文化庁 食文化担当 

登録有形文化財の改修等に関わる「企業版ふるさと納税」の積極的な活用に関して 

 

◯地区会員大会（２年ぶりの開催） 

日程 地区 開催場所 主管 

 ９月１８日（土） 関東開催 茨城県古河市（山川邸） 茨城第一支部 

 ９月２５日（土） 北信越開催 百年料亭 宇喜世 新潟第一支部 

１０月１６日（土） 東北開催 下郷町 福島第一支部 

１０月３０日（土） 中部開催 千歳楼 岐阜連合会 

１１月 ７日（日） 中四国開催 讃岐広島 古民家 香川事務局 

１１月１４日（日） 九州開催 百年料亭 料亭 金鍋 福岡第三支部 

１１月２１日（日） 近畿開催 鯛よし百番 大阪第一支部 

 

◯第４回令和の太子講 

２０２１年１１月１５日（日）に令和の太子講を真宗 木辺派 天海山 光徳寺にて開催さ

せていただきました。 

 



◯第８回再築大賞 

 

 

 

◯休眠預金資金分配団体として採択 

一般財団法人日本民間公益活動連携機構 2021年度通常枠〈第 1回〉の休眠預金

等活用法に基づく資金分配団体として採択されました。 

申請事業名：「空き家・古民家を活用した母子家庭向けハウス設立事業」１．３４億円 

 

 

 

 



◯第１０回古民家フォト甲子園 

 

作品募集期間：２０２１年４月１日～２０２１年８月３１日 

※新型コロナウイルス感染拡大にともない受付期間等を１ヶ月延長 

審査会：２０２１年９月８日 

受賞発表：２０２１年９月１０日 

 

【中高生 最優秀賞】 

作品名：門の向こうに 

応募者：もり（栃木県） 

 

【小学生部門 最優秀賞】 

作品名：尾高観音 

応募者：コハルマキ ６年生（三重県） 

 

（応募総数 小学生部門４６作品・中高生部門１５８作品） 

 

主催：一般社団法人全国古民家再生協会 

共催：一般社団法人全国古民家再生協会各地支部 

協賛：サイバーリンク社 

 

◯地域再生推進法人 新規指定 

指定番号 指定法人 指定地方公共団体 指定日 

1 （一社）全国古民家再生協会 福岡県 ２０２１年１２月１６日 

※累計５指定 

 

○取得補助金・交付金 

一般社団法人全国古民家再生協会として下記事業を採択を受け実施いたしました。 

（１）令和３年度住宅市場整備推進等事業費補助金（うち、大工技能者等の担い手確保・育成事業） 

事業名：令和の大工棟梁技術者育成体制整備事業 

交付決定額：１３，６８２，０００円 

補 助 額 ：  ６，３１０，９４０円 ※コロナ禍で事業縮小にて開催 

 

 



２０２２年度 

 

事 業 報 告 書 
 

 

 

 

自 ２０２２年４月 １日 

 

至 ２０２３年３月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般社団法人全国古民家再生協会 

 

 

 

 



１、事業運営の総括 

２０２２年度は、新型コロナウイルスのパンデミックが起こり３年を経過し当初に比べる

と社会経済活動が活発になりました。徐々に対面型での事業へ切り替えをおこなった

活動を展開しました。 

当協会が事務局を務める一般社団法人全国空き家アドバイザー協議会との連携を

強固とし地域・社会課題である空き家古民家の発生抑制・利活用・解体除去を推し進

め、空き家課題解決における、まちづくり事業を強く推進する１年となりました。 

 

 

【２０２２年度会員総数】 

２０２２年度期首 ３８６名 

事業者会員 ２７５名 

一般会員 １１０名 

企業 １社 

 

２０２２年度新規 ５４名 

事業者会員 ２７名 

一般会員 ２７名 

 

２０２２年度退会 ３５名 

事業者会員 １６名 

一般会員 １９名 

企業 ０社 

 

 

支部名 事業 一般 新規合計 退会者 拡大数 

岩手第一支部 １名 ０名 １名 ０名 １名 

岩手第二支部 ０名 １名 １名 ０名 １名 

宮城第一支部 １名 ４名 ５名 ０名 ５名 

山形第一支部 ２名 ０名 ２名 ０名 ２名 

群馬第一支部 ０名 １名 １名 ０名 １名 

埼玉第一支部 １名 ０名 １名 ０名 １名 

東京第一支部 １名 ２名 ３名 ３名 ０名 

神奈川第三支部 １名 ０名 ０名 ０名 １名 

新潟第一支部 １名 ０名 １名 ０名 １名 



山梨事務局 １名 １名 ２名 １名 １名 

岐阜第二支部 １名 ０名 １名 １名 １名 

愛知第一支部 ０名 ２名 ２名 ３名 -１名 

三重第一支部 ２名 ０名 ２名 ２名 ０名 

滋賀第二支部 ０名 １名 １名 ０名 １名 

京都第一支部 １名 ２名 ３名 １名 ２名 

大阪第一支部 ３名 ０名 ３名 １名 ２名 

兵庫第一支部 １名 １名 ２名 ０名 ２名 

島根第一支部 １名 ２名 ３名 ０名 ３名 

岡山第一支部 ０名 １名 １名 １名 ０名 

徳島第二支部 １名 ０名 １名 ０名 １名 

福岡第一支部 ０名 ３名 ３名 ５名 ２名 

福岡第三支部 １名 ０名 １名 １名 ０名 

佐賀事務局 １名 １名 ２名 ０名 ２名 

長崎事務局 ２名 ０名 ２名 ０名 ３名 

熊本第一支部 １名 ２名 ３名 １名 ２名 

熊本第二支部 ０名 ３名 ３名 １名 ２名 

鹿児島第一支部 １名 ０名 １名 １名 ０名 

沖縄第一支部 １名 ０名 １名 １名 １名 

      

合計 ２７名 ２７名 ５４名 ３５名  

      

      

      

      

 

 

◯伝統再築士講習試験（前期） 

日時 地域 場所 

４ 月 ４ 日 （ 月 ） 近 畿 地 区 新大阪丸ビル 

４ 月 １ ８ 日 （ 月 ） 九 州 地 区 ファレンスはかた近代ビル 

４ 月 １ ９ 日 （ 火 ） 中 部 地 区 愛知県産業労働センター 

４ 月 ２ ２ 日 （ 金 ） 関 東 地 区 TKP新橋カンファレンスセンター 

４ 月 ２ ６ 日 （ 火 ） 東 北 地 区 東横 INN 郡山 

４ 月 ２ ７ 日 （ 水 ） 新 潟 地 区 にいがた弁天貸会議室 



◯伝統再築士講習試験（後期） 

日時 地域 場所 

２ 月 １ ７ 日 （ 金 ） 九 州 地 区 リファレンスはかた近代ビル 

２ 月 ２ ７ 日 （ 月 ） 関 東 地 区 CrossTransit 航空会館 

２ 月 ２ ８ 日 （ 火 ） 北信越地区 タワー111ビル 

３ 月 １ ７ 日 （ 金 ） 東 北 地 区 仙台貸会議室 FLAT 

３ 月 １ ８ 日 （ 土 ） 近 畿 地 区 新大阪丸ビル 

３ 月 １ ９ 日 （ 日 ） 中四国地区 岡山国際交流センター 

 

◯古民家総合調査報告書の改訂（２０２２年４月〜） 

＜改訂ポイント＞ 

■これまでの古民家再生総合調査にて判定していた調査金額とは別に再築後の価

値金額が表示可能に。 

 

◯第１０回全国大会（２０２２年６月１５日） 

日時：２０２２年６月１５日（水） 

会場：ホテルニューオータニ 鶴の間 

 

来訪者： 

第 99第内閣総理大臣 衆議院議員 菅 義偉氏、古民家再生議員連盟会長 衆議

院議員江藤 拓氏、古民家再生議員懇話会幹事長 参議院議員 山本 博司氏、空

き家対策推進議員連盟会長 衆議院議員 西村 明宏氏を始めとする多くの国会議

員の先生にご来訪いただき祝辞を賜りました。 

 

◯２０２２年度全国会員勉強会 

日時：２０２２年６月１６日（木） 

会場：TKP新橋カンファレンスセンター 

内容： 

分科会１−１ インスペクションから新しい時代を創る 

〜全国住宅診断協会が SNSで時代を動かす〜 

分科会２−１ 古民家再生協会インターナショナル事務局を創る時代 

〜結事業がもたらす新しい古民家ビジネス〜 

分科会１−２ 伝統再築士会の役割 〜未来に繋げる専門家集団〜 

分科会２−２ 0 円古民家が地方を元気にする 

〜住教育と DIYが空き家課題解決の鍵〜 

分科会１−３ 脱炭素の時代に繋がる古材倉庫 



〜持続可能な循環型建築の原点〜 

分科会２−３ 地域再生計画と DMO 

〜民間主導で地域の未来を創る〜 

 

 

◯古民家再生議員連盟の開催 

開催日 開催場所 議題 

２０２２年６月１５日 自民党本部 ①「古材リユース市場の確立」について 

 

◯古民家再生議員懇話会の開催 

開催日 開催場所 議題 

２０２２年６月１４日 参議院議員会館 ①空き家古民家を活かした二地域居住

の推進「宿泊施設」「テレワーク・ワーケ

ーション施設」への活用 

②解体時の古材リユースにおける環境

問題へ貢献への後押し 

③空き家課題解決へ DIY 賃貸借の推

進への支援 

 

◯空き家・古民家 議連の創設 

開催日 開催場所 議題 

２０２２年１２月８日 参議院議員会館 空き家・古民家振興議員連盟設立総会 

２０２３年３月７日 衆・第２議員会館 空き家法及び現状について（国交省） 

 

◯地区会員大会 

開催日 地区 主管支部・事務局 

１ １ 月  ６ 日 （ 日 ） 関東地区（山梨開催） 山梨事務局 

１ １ 月 １ ２ 日 （土 ） 九州・沖縄地区（長崎開催） 長崎事務局 

１ １ 月 １ ３ 日 （ 日 ） 近畿地区（京都開催） 京都第一支部 

１ １ 月 ２ ０ 日 （ 日 ） 北信越地区（富山開催） 富山県連合会 

１１月２３日（水・祝） 東北地区（宮城開催） 宮城県連合会 

１ ２ 月  ４ 日 （ 日 ） 中部地区（三重開催） 三重県連合会 

１ ２ 月 １ １ 日 （ 日 ） 中四国地区（岡山開催） 岡山第一支部 

 

 

 



◯新規支部設立 

設立日 支部名 事務局 支部長 

２０２２年７月２３日 徳島第二支部 徳島県南部古民

家再生協会 

山田 文夫 

２０２２年８月２９日 熊本第二支部 熊本県南古民家

再生協会 

西 光 

２０２２年９月２２日 岩手第二支部 岩手県中央古民

家再生協会 

晴山 裕一郎 

※同日、県連合会の発足・調印も実施 

  

（徳島第二支部・徳島県連合会調印）（熊本第二支部・熊本県連合会調印） 

 

（岩手第二支部・岩手県連合会調印） 

 

◯青年部の発足 

これまで、次世代の会という名称で約６年前より後継者の方を中心に意見交換の場

を全国大会に合わせて設けさせていただいておりました。２０１１年にグリーン建築推

進協議会として発足し１１年活動をおこなう中、これからも持続可能な団体であるため

に、一般社団法人全国古民家再生協会青年部として若手の会を発足する運びとなり

ました。 

日  時：２０２２年１２月３日（土）１５時００分から１７時００分 ※終了後懇親会 

場  所：いせトピア 会議室（三重県伊勢市黒瀬町 562-12） 



参加対象：４９歳以下の一般社団法人全国古民家再生協会の会員事業所の事業者

会員または、その後継者ならびに代表者の推薦があった従業員 

内  容：青年部設立総会、基調講演会、意見交換会、交流会 

 

 

会  長：村田 智仁（一般社団法人全国古民家再生協会熊本県連合会 会長） 

副 会 長 ：２０２３年度に入会メンバーより選出させていただきます。 

専務理事：河野 公宏（一般社団法人全国古民家再生協会 事務局長） 

事務局長：山名 健太（一般社団法人全国古民家再生協会 事務局次長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



◯住教育イベントの開催 

 
 

 

開催都道府県 開催自治体名 主催団体名 支部名 インストラクター名 開催予定日

岩手県 遠野市 全国古民家再生協会 岩手第一支部 那須川 幹子 10月16日

岩手県 八幡平市 全国古民家再生協会 岩手第一支部 那須川 幹子 10月29日

岩手県 矢巾町 全国古民家再生協会 岩手第一支部 那須川 幹子 10月23日

宮城県 大崎市 全国古民家再生協会 宮城第一支部 桂田 彰子 10月29日

宮城県 富谷市 全国古民家再生協会 宮城第一支部 桂田 彰子 10月15日

宮城県 大郷町 全国古民家再生協会 宮城第一支部 桂田 彰子 11月5日

宮城県 美里町 全国古民家再生協会 宮城第一支部 桂田 彰子 11月8日

山形県 米沢市 全国古民家再生協会 山形第一支部 本多 作之助 10月15日

山形県 米沢市 全国古民家再生協会 山形第一支部 本多 作之助 10月5日

山形県 米沢市 全国古民家再生協会 山形第一支部 本多 作之助 10月8日

福島県 石川町 全国古民家再生協会 福島第一支部 ※調整中 10月9日

福島県 下郷町 全国古民家再生協会 福島第一支部 ※調整中 10月23日

茨城県 下妻市 全国古民家再生協会 茨城第一支部 須藤 直美 10月2日

茨城県 筑西市 全国古民家再生協会 茨城第一支部 須藤 直美 10月9日

茨城県 八千代町 全国古民家再生協会 茨城県連合会 須藤 直美 10月23日

茨城県 古河市 全国古民家再生協会 茨城県連合会 須藤 直美 10月29日

富山県 富山市 全国古民家再生協会 富山第二支部 森田 勝美 10月29日

東京都 豊島区 全国古民家再生協会 東京第一支部 杉本 龍一 10月22日

愛知県 豊田市 住教育推進機構 愛知支部 水嶋 淳 10月8日

三重県 伊賀市 全国古民家再生協会 三重第二支部 神保 健一 10月22日

京都府 亀岡市 全国古民家再生協会 京都第一支部 畑 正枝 10月22日

大阪府 枚方市 全国古民家再生協会 大阪第一支部 丸山 和代 10月22日

大阪府 枚方市 全国古民家再生協会 大阪第一支部 丸山 和代 10月29日

愛媛県 松山市 全国古民家再生協会 愛媛第一支部 河野 公宏 11月19日

愛媛県 伊予市 全国古民家再生協会 愛媛第一支部 河野 公宏 11月9日

福岡県 嘉麻市 全国古民家再生協会 福岡県連合会 淀川 洋子 10月22日

福岡県 岡垣町 全国古民家再生協会 福岡県連合会 淀川 洋子 10月23日

福岡県 北九州市 全国古民家再生協会 福岡県連合会 淀川 洋子 10月29日

福岡県 みやま市 住教育推進機構 福岡支部 山城 京子 10月29日

福岡県 八女市 住教育推進機構 福岡支部 山城 京子 10月22日

福岡県 筑後市 住教育推進機構 福岡支部 山城 京子 10月19日

長崎県 長崎市 全国古民家再生協会 長崎事務局 山城 京子 10月30日

熊本県 熊本市 全国古民家再生協会 熊本第一支部 村田 智仁 10月15日

大分県 国東市 全国古民家再生協会 大分第一支部 淀川 洋子 10月2日

大分県 宇佐市 全国古民家再生協会 大分第二支部 本幡 信之 10月22日

宮崎県 日向市 全国古民家再生協会 宮崎第一支部 坂口 孝生 10月1日

鹿児島県 鹿児島市 住教育推進機構 鹿児島支部 宇治野 みゆき 10月8日



 

◯連携協定 

自治体 締結日 締結団体 

下郷町（福島県） ４月２１日 一般社団法人古民家再生協会福島 

大野町（岐阜県） ７月８日 一般社団法人全国古民家再生協会岐阜県連合会 

古河市（茨城県） １０月１９日 
一般社団法人全国古民家再生協会 

一般社団法人全国空き家アドバイザー茨城県古河支部 

 猪名川町（兵庫県） １２月１４日 一般社団法人全国古民家再生協会兵庫第一支部 

株式会社 GLOCAL ８月１日 一般社団法人全国古民家再生協会 

株式会社ウェルソック ９月１日 一般社団法人全国古民家再生協会 

株式会社ジャルパック ３月１５日 一般社団法人全国古民家再生協会 

   

 

 

◯第５回令和の太子講 

２０２２年１１月１３日（日）に令和の太子講を京都府亀岡市 宗教法人大本 万詳殿に

て執り行いました。（主管：一般社団法人全国古民家再生協会京都第一支部） 

 

◯第１０回古民家フォト甲子園 



 

作品募集期間：２０２２年４月６日～２０２２年８月３１日 

審 査 会 ：２０２２年９月９日 

受 賞 発 表 ： ２０２２年９月１２日 

 

【中高生 最優秀賞】 

作品名：自慢の場所からのベストショット! 

応募者：shun（岡山県） 

 

【小学生部門 最優秀賞】 

作品名：赤瓦 

応募者：トラ 4年生（沖縄県） 

 

（応募総数 小学生部門５５作品・中高生部門１９５作品） 

 

主催：一般社団法人全国古民家再生協会 

共催：一般社団法人全国古民家再生協会各地支部 

後援：文化庁 

協賛：サイバーリンク社 

 

◯地域再生推進法人 新規指定 

２０２２年度新規指定先はなし。 ※累計５指定 

 

○取得補助金・交付金 

一般社団法人全国古民家再生協会として下記事業を採択を受け実施いたしました。 

（１）令和４年度住宅市場整備推進等事業費補助金（うち、大工技能者等の担い手確

保・育成事業） 

事 業 名 ：伝統技術を活かした大工技能者の育成プログラム 

交付決定額 ：１４，４９４，０００円 

補 助 額 ：１４，２１１，３７１円 
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２０２３年度 

 

事 業 報 告 書 
 

 

 

 

自 ２０２３年４月 １日 

 

至 ２０２４年３月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般社団法人全国古民家再生協会 

 

 

 

 



１、事業運営の総括 

2023 年は変化と挑戦の年でした。世界はパンデミックの影響から徐々に回復し始

め、経済活動が再開された一方で、地政学的緊張が高まり、気候変動に対する行動

が加速しました。 

兼ねてより古材リユースに向け、古材卸売業を日本標準分類への追加を求め陳情を

続ける中、2024 年度より内容例示の追加が決まり、循環型建築社会の実現に向け

大きな一歩を踏み出した 1 年でした。また、空き家法の改正に伴い、様々な国の支援

策と連携強化が進んだ 1 年でありました。 

そして、2023 年 1 月 1 日には、能登半島地震の発生を受け、自然災害が日本に大き

な影響を与えるとともに、その地域にある歴史的建築物を後世へ残すために様々な

課題があり当協会として復興支援を推し進め始めました。未来の子どもたちの為に常

に挑戦し続ける団体を創って参ります。 

 

 

【２０２２年度会員総数】 

２０２３年度期首 ３５６名 

事業者会員 ２６１名 

一般会員 ９４名 

企業 １社 

 

２０２３年度新規 ６５名 

事業者会員 ４１名 

一般会員 ２４名 

 

２０２３年度退会 ２４名 

事業者会員 １８名 

一般会員 ６名 

企業 ０社 

 

 

 

 

 

 

 

 



◯伝統再築士講習試験（前期） 

日時 地域 場所 

８ 月 ２ ２ 日 （ 火 ） 中四国地区 広島オフィスセンター 

８ 月 ２ ５ 日 （ 金 ） 九 州 地 区 リファレンスはかた近代ビル 

９ 月 １ ４ 日 （ 木 ） 近 畿 地 区 新大阪丸ビル 

９ 月 １ ５ 日 （ 金 ） 北信越地区 NINNO3 会議室 

９ 月 １ ７ 日 （ 日 ） 関 東 地 区 田中田村町ビル 

９ 月 ２ ６ 日 （ 火 ） 東 北 地 区 帝北ビル 

前期受講者：６０名 

 

◯伝統再築士講習試験（後期） 

日時 地域 場所 

１ 月 ２ ４ 日 （ 水 ） 近 畿 地 区 新大阪丸ビル 

１ 月 ２ ６ 日 （ 金 ） 北信越地区 JA 長野県ビル 

２ 月  ６ 日 （ 火 ） 中四国地区 岡山国際交流センター 

２ 月 １ ４ 日 （ 水 ） 東 北 地 区 仙台貸会議室 FLAT 

２ 月 １ ７ 日 （ 土 ） 関 東 地 区 田中田村町ビル 

２ 月 ２ １ 日 （ 水 ） 九 州 地 区 リファレンスはかた近代ビル 

後期受講者：５４名 

 

◯第１１回全国大会宮崎大会（２０２３年６月２日〜３日） 

日時：２０２３年６月２日（土） 

会場：シーガイアコンベンションセンター 

主管：一般社団法人全国古民家再生協会宮崎県連合会 

 

来訪者： 

古民家再生議員連盟会長 衆議院議員 江藤 拓氏、宮崎県知事 河野 俊嗣氏、 

宮崎市長 清山 知憲氏、宮崎県議会議員 外山 衛氏・日高 博之氏・安田 厚生氏 

齊藤 了介氏 

(一社)宮崎県建築士事務所協会 会長 村社 俊弘氏、(一社)宮崎県建築士会 会長 

松竹 明彦氏、(一社)宮崎県建築協会 会長 松本 純明氏、(一社)宮崎県建築業協

会 会長 佐田 正博氏、(一社)宮崎県宅地建物取引業協会 会長木田 文男氏 

多くのご来賓の皆様にご来訪いただきました。 

 

 

 



   

  

 

 

◯２０２３年度全国会員勉強会 

日時：２０２３年６月２日（土） 

会場：シーガイアコンベンションセンター 

内容： 

分科会１ 国土交通省レク 

分科会２ 農林水産省レク 

分科会３ 古民家民泊について（Airbnb） 

分科会４ 住宅リフォーム瑕疵保険について（住宅保証機構） 

分科会５ 市場創造から儲かるビジネス 

 

 

 



◯古民家再生議員連盟の開催 

開催日 開催場所 議題 

２０２３年 ６月１６日 自民党本部 ①空家等管理活用支援法人 

②古⺠家を活用した宿泊施設の普及啓

発 

③古材の安心・安全を確保するための

制度の導入 

２０２３年１０月２４日 自民党本部 ①登録有形文化財を後世に残す基金創

設に向けて 

②NFT 技術を活用した古材流通の安全

と安心を推進 

２０２４年 ３月１４日 自民党本部 ①古材リユースで脱炭素・社会課題解

決の推進 

②能登半島地震 歴史的建築物の復旧

に向けて 

 

◯古民家再生議員懇話会の開催 

開催日 開催場所 議題 

２０２３年６月１６日 参議院議員会館 ①空家等管理活用支援法人の制定に

ついて 

②農地付き空き家の活用促進について 

③空き家古民家の有効活用 

２０２３年１０月２４日 参議院議員会館 ①空家等管理活用支援法人の指定推

進について 

２０２４年 ３月１４日 参議院議員会館 ①空家等管理活用支援法人の指定推

進について 

 

◯地区会員大会 

開催日 地区 主管支部・事務局 

１ １ 月  ４ 日 （土 ） 東北地区（岩手開催） 岩手第一支部 

１ １ 月 ２ ３ 日 （木 ） 北信越地区（長野開催） 長野第二支部 

１ ０ 月 ２ ９ 日 （ 日 ） 関東地区（神奈川開催） 神奈川第二支部 

１ ０ 月 ２ ２ 日 （ 日 ） 中部地区（静岡開催） 静岡県連合会 

１ ０ 月 ２ ８ 日 （土 ） 近畿地区（大阪開催） 大阪府連合会 

１ １ 月 １ ２ 日 （ 日 ） 中四国地区（島根開催） 島根第一支部 

１ ０ 月 ２ ８ 日 （土 ） 九州・沖縄地区（大分開催） 大分第一支部 



 

◯新規支部設立 

設立日 支部名 事務局 支部長 

２０２３年４月１４日 岡山第二支部 岡山県北部古民

家再生協会 

丸田 尚義 

２０２３年４月２０日 沖縄第二支部 八重山古民家再

生協会 

味間 剛 

２０２３年５月２０日 兵庫第二支部 古民家再生協会

淡路 

正置 久 

２０２３年６月２１日 山口第一支部 古民家再生協会

山口中央 

奥野 義和 

２０２３年７月２１日 群馬第一支部 古民家再生協会

群馬中央 

松本 和之 

２０２３年９月１６日 神奈川第一支部 古民家再生協会

神奈川 

石井 則幸 

２０２４年１月２４日 石川第一支部 石川中央古民家

再生協会 

東 一寛 

※同日、県連合会の発足・調印も実施 

  

（岡山第二支部・岡山県連合会調印）     （沖縄第二支部・沖縄県連合会調印） 



自 ４月 １日

至 ３月 ３１日

決算報告書

一般社団法人全国古民家再生協会

令和 ５年

令和 ６年



1

2

3

4

決 算 書 目 次

・・・・・・・・・貸 借 対 照 表

令 和 5 年 度 財 務 諸 表

正味財産増減計算書内訳表

貸 借 対 照 表 内 訳 表 ・・・・・・・・・

・・・・・・・・・

・・・・・・・・・

正 味 財 産 増 減 計 算 書



（１） 貸 借 対 照 表
令和6年 3月31日現在

（単位:円）

1

JANPIA望月章子
イノベ決算



貸 借 対 照 表 内 訳 表
令和6年 3月31日現在

2
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（２） 正 味 財 産 増 減 計 算 書

令和5年 4月 1日から令和6年 3月31日まで
（単位:円）

3
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正味財産増減計算書内訳表

令和5年 4月 1日から令和6年 3月31日まで
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（兵庫第二支部・兵庫県連合会調印）      （山口第一支部） 

  

（群馬第一支部）                （神奈川第一支部） 

 

（石川第一支部） 

 

 

 

 

 

 



◯住教育イベントの開催 

2023 年度は住生活月間に合わせ下記地域にて一般社団法人住教育推進機構と連

携し住教育セミナー等のイベントを開催しました。 

開催日時 都道府県 会場 

2023 年 9月 24 日 福島県 文教福祉総合施設 モトガッコ 

2023 年 10 月 4 日 山形県 西部コミュニティセンター 研修室 

2023 年 10 月 8日 愛知県 豊田市福祉センター47会議室 

2023 年 10 月 8日 福島県 下郷ふれあいセンター 

2023 年 10 月 9日 岐阜県 養老町テレワーク施設 YOROffice 

2023 年 10 月 10 日 福岡県 嘉麻市役所 庁舎 5階 5A会議室 

2023 年 10 月 13 日 新潟県 阿賀町公民館 

2023 年 10 月 14 日 三重県 ハイトピア伊賀 5階 生涯学習センター 

2023 年 10 月 14 日 大阪府 枚方市総合文化芸術センター別館 

2023 年 10 月 14 日 福岡県 東朽網市民センター多目的ホール 

2023 年 10 月 15日 福島県 道の駅にしあいづ 交流物産館よりっせ 2階 

2023 年 10 月 15日 静岡県 宇佐美コミュニティセンター視聴覚室 

2023 年 10 月 15日 福岡県 おりなす八女 交流室 A 

2023 年 10 月 18日 山形県 南部コミュニティセンター 研修室 

2023 年 10 月 21 日 オンライン オンライン開催 

2023 年 10 月 21 日 岡山県 岡山市勤労者福祉センター 

2023 年 10 月 21 日 愛媛県 松前総合⽂化センター ふるさと学習室 

2023 年 10 月 21 日 鹿児島県 サンエールかごしま 中研修室 3 

2023 年 10 月 22 日 兵庫県 洲本市総合福祉会館３階多目的ホール 

2023 年 10 月 22 日 岡山県 児島産業振興センター 

2023 年 10 月 22 日 青森県 みろく館 

2023 年 10 月 24 日 宮崎県 日向市東郷公民館 さくら館 

2023 年 10 月 25日 福岡県 るりいろふるさと館 研修室 2 

2023 年 10 月 28日 三重県 シビックコア棟 研修室 2階 

2023 年 10 月 28日 岡山県 井原市芳井生涯学習センター研修室 

2023 年 10 月 29日 香川県 丸亀市市民交流活動センター 

2023 年 10 月 29日 福岡県 岡垣サンリーアイ 

2023 年 11 月 1 日 山形県 三沢コミュニティセンター 多目的ホール 

2023 年 11 月 16日 長崎県 平戸市未来創造館 1階ホール 

2023 年 11 月 28日 山形県 南原コミュニティセンター 研修室 

 



◯連携協定 

2023 年度は下記自治体ならびに企業・団体と連携協定を締結しました。 

 

自治体 締結日 締結団体 

西会津町 

（福島県） 
5月 17日 

一般社団法人全国古民家再生協会 

一般社団法人全国空き家アドバイザー協議会福島県西

会津支部 

田子町 

（青森県） 
6月 12 日 

一般社団法人全国古民家再生協会 

一般社団法人全国空き家アドバイザー協議会青森県田

子支部 

三鷹市 

（東京都） 
6月 27日 

一般社団法人全国古民家再生協会 

一般社団法人全国空き家アドバイザー協議会東京支部 

遠野市 

（岩手県） 
8月 27日 一般社団法人全国古民家再生協会岩手第一支部 

逗子市 

（神奈川県） 
10 月 23 日 一般社団法人全国古民家再生協会 

府中市 

（東京都） 
12 月 7日 

一般社団法人全国古民家再生協会 

一般社団法人全国空き家アドバイザー協議会東京支部 

東秩父村 

（埼玉県） 
2 月 7日 

一般社団法人全国古民家再生協会 

一般社団法人全国空き家アドバイザー協議会東京支部 

空き家活用 

株式会社 
5月 10 日 

一般社団法人全国古民家再生協会 

一般社団法人全国空き家アドバイザー協議会 

（包括連携協定） 

一般社団法人日本

介護事業連合会 
5月 17日 

一般社団法人全国古民家再生協会 

（包括連携協定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





○取得補助金・交付金 

一般社団法人全国古民家再生協会として下記事業を採択を受け実施いたしました。 

（１）令和５年度住宅・建築物カーボンニュートラル総合推進事業費補助金（うち、大工

技能者等の担い手確保・育成事業） 

事 業 名 ：伝統技術を活かした大工技能者の育成プログラム 

交付決定額 ： １８，３０８，０００円 

補 助 額 ：１８，０７８，０６７円 

 

（２）令和５年度空き家対策モデル事業 

事 業 名 ：贈与型賃貸住宅を通じた空き家ビジネス構築  

交付決定額 ：２，４６１，０００円 

補 助 額 ：１，１０７，２２２円（初年度 ソフト事業のみ） 
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